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ANAクラウンプラザ
ホテル京都 ２階
京都市中京区堀川通二条下ル土橋町10番地

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ご来場を 
お 控 え い た だ き、書 面（ 郵 送 ）ま た は 電 磁 的 方 法 

（インターネット等）による議決権の事前行使をお願い 
致します。新型コロナウイルス感染防止への対応に 
つきましては、3ページをご確認ください。

■行使期限　2021年6月28日（月）午後5時15分まで
※郵送の場合は必着

第     回  
定時株主総会
招集ご通知

株主総会ご出席の株主様へのお土産は取り止めと
させていただいております。
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経営理念
価値ある製品を創造し、明るい未来社会づくりに貢献します。
より良い地球環境の実現に努め、倫理的・社会的責任を果たすとともに、
顧客・株主・従業員をはじめ全ての人々を大切に、企業価値の最大化を目指して、
誠心誠意をもって「考働※」します。

※考働：考えて働くという当社の造語。

ニチコングループCSR憲章
　CSR理念
　　ニチコングループは、「企業市民」の一員として、これからの未来を全ての人と共に生きていく
　　ためには、経営のあらゆる側面において「企業の社会に対する責任」（CSR：Corporate Social 
　　Responsibility）を果たすことが最重要課題であることを認識し、あらゆる企業活動の場におい
　　て関係法令・国際ルール及びその精神を理解し遵守すると共に、社会倫理を守り社会的良識を持
　　って、行動します。

　活動方針
　　１．“誠心誠意”をモットーにして良き企業市民として社会と調和した企業活動を進めます。
　　２．「地球との共生」「人と環境にやさしい社会」を目指して環境との調和を図ります。
　　３．「人を活かして人間尊重」を基本に社員の個性を伸ばし、差別のない明るい職場づくりを目
　　　　指します。

－ 1 －

経営理念
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(証 券 コ ー ド ： 6 9 9 6 )
2 0 2 1 年 ６ 月 ８ 日

株 主 各 位
京都市中京区烏丸通御池上る二条殿町551番地

代表取締役社長 吉 田 茂 雄
第86回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第86回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご案内申し上げます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面または電磁的方法（インターネット等）により議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら、後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、2021年
６月28日（月曜日）午後５時15分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
【書面（郵送）による議決権行使の場合】
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するよう
ご返送ください。
【電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合】
　５頁の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げ
ます。

敬　具
記

１．日　　時 2021年６月29日（火曜日）午前10時00分
２．場　　所 京都市中京区堀川通二条下ル土橋町10番地

ANAクラウンプラザホテル京都 ２階
（末尾の株主総会会場ご案内略図をご参照ください。）

３．目的事項
報 告 事 項 1.第86期 ( 2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで ) 事業報告、連結計算書類ならびに会計監査
人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.第86期 ( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで ) 計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

以　上
　本招集ご通知に添付すべき書類のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」、連結
計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」
に つ き ま し て は 、 法 令 お よ び 当 社 定 款 第 1 5 条 の 規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.nichicon.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。なお、これら
の事項は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部であり、また、監査
役が監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算書類および計算書類の一部であります。
　株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://www.nichicon.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 2 －

株主各位
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新型コロナウイルス感染防止への対応について

　新型コロナウイルスの感染予防および拡散防止のため、株主様の安全を第一に考え、株主総会の開
催方針を以下のとおりとさせていただきます。
　何卒ご理解、ご協力のほど、お願い申し上げます。

1 当社の対応について
・株主総会の登壇者、運営スタッフは、事前に検温を実施し、体調を確認のうえ、マスクを着用して

対応させていただきます。
・会場入口付近など会場各所にアルコール消毒液を設置させていただきます。
・会場の座席の間隔を拡げることから、ご用意できる座席が例年より減少いたします。
・お飲み物のご提供は、中止させていただきます。
・ウイルス接触の可能性を極力小さくするため、お土産の配布を取り止めとさせていただいております。
・総会運営につきましては、感染拡大防止を目的とした開催時間の短縮を図るため、報告事項や決議

事項のご説明は要点を絞り込んで簡潔に行い、例年よりも大幅に短縮するよう努めます。
・医療スタッフを常駐させておりますので、体調が悪化し、また気分が優れなくなった場合には運営
　スタッフにお申し出ください。

２ 株主様へのお願い
・株主総会へのご出席を検討いただいている株主様におかれましては、今後の新型コロナウイルスの

感染拡大の状況に十分ご留意いただき、健康状態にかかわらず、本年はご来場を見合わせることを
ご検討くださいますようお願い申し上げます。

・株主総会の議決権行使は、書面またはインターネット等による方法もございますので、そちらのご
利用も併せてご検討ください。

・ご来場の株主様におかれましては、まず受付の前に運営スタッフによる非接触型の検温実施をお願
い申し上げます。発熱が認められる場合、その他感染拡大防止の見地から必要と認められる場合に
は、ご入場をお断りさせていただくことがあります。
アルコール消毒液の使用とマスクの着用について、ご協力をお願い申し上げます。

・ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、運営スタッフがお声がけさせていただくことが
ございますので、あらかじめご了承ください。

以　上

－ 3 －

新型コロナウイルス感染防止への対応について
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送くだ
さい。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2021年６月29日（火曜日）
午前10時

2021年６月28日（月曜日）
午後５時15分到着分まで

2021年６月28日（月曜日）
午後５時15分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。

－ 4 －

インターネット等による議決権行使について
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インターネット等による議決権行使のご案内
行使
期限

2021年６月28日（月曜日）
午後５時15分入力完了分まで

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。

2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ってください。

1 議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。 ※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。

－ 5 －

インターネット等による議決権行使について
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議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。
3 「初期パスワード」

を入力
実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
てください

「登録」をクリック

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4
※操作画面はイメージです。

パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネット等のご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。

インターネット等による議決権行使に関するお問い合せ 機関投資家の皆様へ

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　平日９：00～21：00）

機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式
会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォー
ム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただく
ことも可能です。

－ 6 －

インターネット等による議決権行使について
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と認識し、企業価値の拡大と企業体質の強化
を図り、利益を増加させることにより配当の安定的増加に努めることを基本としております。
　期末配当につきましては、上記の方針と内部留保の蓄積等を勘案し、また2020年８月１日に当
社創立70周年を迎えたことから、株主の皆様に感謝の意を表するため、普通配当に創立70周年記
念配当１円を加え、13円にするなど以下のとおりといたしたいと存じます。
　これにより１株につき年間配当25円（前期実績に比べ１円の増配）となります。

期末配当に関する事項

配当財産の種類 金銭

株主に対する配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

当社普通株式１株につき金 13円
総額          889,437,042円

剰余金の配当が効力を生じる日 2021年６月３０日

－ 7 －

剰余金処分議案
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第２号議案 取締役７名選任の件
　取締役全員（７名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、あらためて取締役７名のご選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、当社は取締役の指名および報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を確保し、コ
ーポレート・ガバナンス体制の一層の充実を図ることを目的に取締役会の諮問機関として、過半数
を社外役員で構成する指名・報酬委員会を設置しており、取締役候補者の選定につきましては、指
名・報酬委員会の答申に基づき、取締役会で決定しております。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 当社における地位および担当

1  た け  

武
だ

田
 い っ  

一
 ぺ い  

平 代表取締役会長 ＣＥＯ 再 任

2  よ し  

吉
だ

田
 し げ  

茂
お

雄 代表取締役社長 ＣＯＯ 再 任

3  ち か  

近
の

野
 

　
ひとし

斉 取締役執行役員専務
経理本部長兼広報・ＩＲ室長 再 任

4 や

矢
の

野
 あ き  

明
 ひ ろ  

弘 取締役上席執行役員常務
企画本部長 再 任

5  ま つ  

松
 し げ  

重
 か ず  

和
み

美 取締役 再 任 社 外 独 立

6  か つ  

勝
た

田
 や す  

泰
 ひ さ  

久 取締役 再 任 社 外 独 立

7  あ い  

相
きょう

亰
 し げ  

重
 の ぶ  

信 取締役 再 任 社 外 独 立

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

－ 8 －

取締役選任議案
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候補者番号

1
 た け  

武
だ

田
 い っ  

一
 ぺ い  

平（1941年１月11日生） 再 任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 取締役候補者とした理由 所有する
当社株式の数

15,000株
当社入社以来、長年にわたり国
内・海外の営業部門や事業部門
の運営に携わり、1998年から
代表取締役社長、2007年から
代表取締役会長を務め、経営全
般に係る豊富な経験や知見を有
していることから、当社の企業
価値の持続的向上に適切な人材
と判断し、引き続き取締役候補
者として選任をお願いするもの
であります。

1963年 ３ 月 当社入社
1978年 ２ 月 ニチコン（アメリカ）コーポレーション

代表取締役
1983年 ６ 月 当社取締役
1983年12月 当社国際部長
1995年 ７ 月 当社大野工場長兼海外営業担当
1997年 ６ 月 当社常務取締役
1998年 ６ 月 当社代表取締役社長
2003年 ６ 月 当社代表取締役社長 執行役員社長
2007年 ６ 月 当社代表取締役会長 執行役員会長
2013年 ６ 月 当社代表取締役会長 ＣＥＯ（現任）

候補者番号

2
 よ し  

吉
だ

田
 し げ  

茂
お

雄（1959年９月７日生） 再 任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 取締役候補者とした理由 所有する
当社株式の数

10,000株
当社入社以来、国内・海外の営
業部門や事業部門の運営に携わ
り、2013年から代表取締役社
長を務め、経営全般に係る豊富
な経験や知見を有していること
から、当社の企業価値の持続的
向上に適切な人材と判断し、引
き続き取締役候補者として選任
をお願いするものであります。

1982年 ４ 月 当社入社
1988年 ８ 月 ニチコン（シンガポール）プライベート

リミテッドマネージャー
2003年 ６ 月 当社営業本部海外営業部長代理
2004年11月 当社電源センター管理部長
2007年 ４ 月 ニチコン（香港）リミテッド董事総経理
2008年11月 当社東アジア販売統括
2009年 ６ 月 当社取締役

当社執行役員
当社営業本部長

2011年 ５ 月 当社生産本部長
2011年 ７ 月 当社執行役員常務
2012年10月 ニチコン製箔株式会社 代表取締役社長
2013年 ６ 月 当社代表取締役社長 ＣＯＯ(現任)

－ 9 －

取締役選任議案
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候補者番号

3
 ち か  

近
の

野
 

　
ひ と し

斉（1960年12月５日生） 再 任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 取締役候補者とした理由 所有する
当社株式の数

7,000株
当社入社以来、国内・海外の財
務部門の運営に携わり、2007
年から取締役を務め、国内外に
おける豊富な経験と財務および
会計に関する専門性を有してい
ることから、当社の企業価値の
持続的向上に適切な人材と判断
し、引き続き取締役候補者とし
て選任をお願いするものであり
ます。

1983年 ４ 月 当社入社
1990年 ３ 月 ニチコン（香港）リミテッドマネージャー
2003年 ６ 月 当社ＩＲ室長
2004年 ８ 月 当社管理本部経理部長兼ＩＲ室長
2004年12月 当社管理本部経理部長
2006年 ６ 月 当社執行役員
2007年 ６ 月 当社取締役（現任）

当社管理本部長
2008年 ７ 月 当社執行役員常務
2010年 ２ 月 当社ＩＲ室長
2013年10月 当社経理本部長（現任）
2015年 ７ 月 当社上席執行役員常務
2017年 ７ 月 当社執行役員専務（現任）
2018年 ９ 月 当社広報・ＩＲ室長（現任）

候補者番号

4
や

矢
の

野
 あ き  

明
 ひ ろ  

弘（1957年12月18日生） 再 任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 取締役候補者とした理由 所有する
当社株式の数

3,000株
当社入社以来、生産部門、企画
部門の運営に携わり、2013年
から取締役を務め、企画部門に
係る豊富な経験や知見を有して
いることから、当社の企業価値
の持続的向上に適切な人材と判
断し、引き続き取締役候補者と
して選任をお願いするものであ
ります。

1980年 ４ 月 パイオニア株式会社入社
2001年 ４ 月 パイオニア ヨーロッパ エヌ ブイ 取締役経

営企画部長
2005年 ５ 月 パイオニア エレクトロニクス ドイツランド

ゲー・エム・ベー・ハー 代表取締役社長
2009年12月 当社入社 生産本部生産管理部副部長
2010年10月 当社企画本部副本部長
2011年 ５ 月 当社企画本部長（現任）
2011年 ７ 月 当社執行役員
2013年 ６ 月 当社取締役（現任）
2015年 ７ 月 当社執行役員常務
2017年 ７ 月 当社上席執行役員常務（現任）

－ 10 －

取締役選任議案
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候補者番号

5
 ま つ  

松
 し げ  

重
 か ず  

和
み

美（1947年８月15日生） 再 任 社 外 独 立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 社外取締役候補者とした理由および
期待される役割の概要

所有する
当社株式の数

2,000株候補者は、大学教授を歴任してお
り、学識者としての高い見識と豊
富な経験を活かして、引き続き当
社経営に適切な助言をいただく
ことを期待したためでありま
す。なお、候補者は、社外役員と
なること以外の方法で会社経営
に関与された経験はありません
が、上記の理由により、社外取締
役としての職務を適切に遂行い
ただけるものと判断いたしま
す。

1981年 ４ 月 九州大学応用力学研究所助教授
1990年 ５ 月 同大学工学部教授
1993年 ４ 月 京都大学大学院工学研究科電子工学専攻教授
1996年 ７ 月 同大学ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

施設長
2001年 ４ 月 同大学国際融合創造センター長
2004年 ４ 月 同大学副学長（産学連携・知財担当）
2005年 ４ 月 同大学国際イノベーション機構長
2012年 ４ 月 同大学名誉教授（現任）

龍谷大学特別任用教授
2012年 ６ 月 当社取締役（現任）
2013年 ４ 月 四国大学・四国大学短期大学部学長（現任）
2016年 ６ 月 阿波製紙株式会社取締役（現任）

候補者番号

6
 か つ  

勝
た

田
 や す  

泰
 ひ さ  

久（1942年２月20日生） 再 任 社 外 独 立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 社外取締役候補者とした理由および
期待される役割の概要

所有する
当社株式の数

1,000株候補者は、長年金融業務に携わっ
ており、財務および会計に関する
相当程度の知見を有することに
加えて、金融機関の代表取締役頭
取を歴任するほか、さらに他社の
取締役、監査役、大学教授を歴任
された経験を活かして、当社経営
に適切な助言をいただくことを
期待したため、引き続き社外取締
役候補者として選任をお願いす
るものであります。

1965年 ４ 月 株式会社大和銀行（現 株式会社りそな銀行）
入行

1991年 ７ 月 同行取締役本店営業部長
2001年 ６ 月 同行代表取締役頭取
2002年10月 株式会社りそなホールディングス代表取締役

社長
2003年 ３ 月 株式会社りそな銀行代表取締役頭取
2005年 ４ 月 大阪経済大学経営情報学部特任教授
2005年 ６ 月 船井電機株式会社取締役
2006年 ６ 月 大塚製薬株式会社監査役
2008年 ７ 月 大阪経済大学理事長
2014年 ７ 月 同大学理事（現任）
2015年 ６ 月 当社取締役（現任）

－ 11 －

取締役選任議案
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候補者番号

7
 あ い  

相
き ょ う

亰
 し げ  

重
 の ぶ  

信（1949年10月１日生） 再 任 社 外 独 立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 社外取締役候補者とした理由および
期待される役割の概要

所有する
当社株式の数

1,000株候補者は、長年金融業務に携わ
っており、財務および会計に関
する相当程度の知見を有するこ
とに加えて、金融機関の経営や
代表取締役を歴任するほか、さ
らに他社の取締役を歴任された
経験を活かして、当社経営に適
切な助言をいただくことを期待
したため、引き続き社外取締役
候補者として選任をお願いする
ものであります。

1972年 ４ 月 株式会社住友銀行（現 株式会社三井住友銀
行）入行

2005年 ６ 月 同行常務取締役兼常務執行役員
2006年 ４ 月 同行取締役兼専務執行役員

株式会社三井住友フィナンシャルグループ
専務執行役員

2007年 ４ 月 株式会社三井住友銀行取締役兼副頭取執行役員
法人部門統括責任役員

2010年 ４ 月 日興コーディアル証券株式会社代表取締役会長
2011年 ４ 月 SMBC日興証券株式会社代表取締役会長
2015年 ６ 月 橋本総業ホールディングス株式会社取締役

（現任）
2016年 ３ 月 三井海洋開発株式会社取締役（現任）
2016年 ６ 月 三洋化成工業株式会社取締役（現任）

当社取締役（現任）
2019年 ６ 月 スターツコーポレーション株式会社監査役

（現任）
（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．松重和美氏、勝田泰久氏および相亰重信氏は、社外取締役候補者であります。
３．松重和美氏が当社の社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって９年となります。勝田泰久氏が

当社の社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって６年となります。相亰重信氏が当社の社外取
締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって５年となります。

４．当社は、松重和美氏、勝田泰久氏および相亰重信氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規
定する額としており、各氏が再任された場合には、各氏との間で当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、松重和美氏、勝田泰久氏および相亰重信氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取
引所に届け出ております。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が職
務遂行に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償額や争訟費用等を当該保険により
填補することとしております。候補者の再任が承認可決された場合は、当該保険契約の被保険者に引き続き含めら
れることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

－ 12 －
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添付書類
事　業　報　告
(2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで)
１ 企業集団の現況に関する事項

⑴　事業の経過および成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、経済・
社会活動が停滞し消費が大きく落ち込みました。また、海外経済の悪化による外需の落ち込みに
より設備投資が低調に推移するなど厳しい状況に陥りました。第２四半期以降徐々に経済活動が
上向きましたが、変異株による感染の再拡大がみられるなど、先行きが不透明な状況が続きまし
た。米国経済は、政府による景気対策が講じられ経済活動の再開の動きにより企業業績が持ち直
していますが、米中対立などの影響から本格的な回復基調には至っておりません。欧州経済は、
個人消費や企業業績が大幅に悪化し、景気の先行きに一段と不透明感が増しました。中国経済は、
いち早く新型コロナウイルス感染症拡大を抑え込み、経済活動を再開し、緩やかな持ち直しの動
きが見られました。
　このような状況において当社は、コンデンサ事業では、EV、HVの進展によりモータ駆動イン
バータ平滑用のフィルムコンデンサがグローバルに採用車種の拡大を続けており、これに対応す
るため、日本国内と中国宿遷での増産体制構築を推進するとともに、原価改善に注力しました。
また、アルミ電解コンデンサ事業においても、自動車電装用や電気自動車のオンボードチャージ
ャー用として超高温度対応や耐振動の製品を開発するとともに、導電性高分子アルミ固体電解コ
ンデンサや導電性高分子ハイブリッドアルミ電解コンデンサにおいて、自動車や５G市場をター
ゲットとした新製品開発や定格拡充を行いました。
　また、当社の経営の新たな柱であるNECST(Nichicon Energy Control System 
Technology)事業におきましては、家庭用蓄電システムはFIT（固定価格買取制度）期間の終了、
そして頻発する自然災害への備えを背景に、当社は「蓄電のニチコン」として、低炭素社会の実
現に貢献するZEH（ネットゼロエネルギーハウス）に向けた太陽光発電とEVと蓄電池の３つをつ
なぐ「トライブリッド蓄電システム®」の拡販や、12kWh単機能蓄電システムの新製品をライン
アップし、全負荷および200V対応の大容量単機能蓄電システムを開発するなど製品の充実を図
りましたが、販売面では新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて、売上・利益が落ち込み
ました。一方、EV関連では、系統連系が可能になった新型V2Hシステム「EVパワー・ステーシ
ョン®」やEV、PHV、FCVから電気を取り出す可搬型給電器「パワー・ムーバー®」が、電動車
の普及や災害時の復旧支援への活用などから伸長しました。当社はこれらのNECST製品により、
再生可能エネルギーの活用およびEV普及の促進による地球温暖化防止に寄与しており、あわせて
気候変動に起因する昨今の自然災害による大規模停電においては、非常用電源として災害対策支

－ 13 －

事業の経過および成果
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援に貢献しました。その結果、「革新的技術開発等による温室効果ガス排出削減と災害対策にお
ける社会貢献活動」が評価され、2020年11月に令和２年度気候変動アクション環境大臣表彰を
受賞しました。当社は引き続き、社会的課題の解決に向けた独自のソリューション提案活動を推
進してまいります。
　これらの結果、当連結会計年度の売上高は1,160億７千３百万円と前期比3.0％の減収となりま
した。また、利益につきましては、営業利益は15億７千３百万円と前期比38.3％の減益、経常
利益は30億１千５百万円と前期比16.7％の減益、親会社株主に帰属する当期純利益は17億３百
万円と前期比39.4％の減益となりました。
　製品区分別売上高につきましては、電子機器用は、インバータ関連機器向けなどの売上が減少
したものの、上半期に落ち込んだ車載関連機器向けが下期以降に回復したことや、情報通信機器
向けが伸長したことなどにより626億４千４百万円と前期比0.7％の増収となりました。
　電力・機器用及び応用機器は、主としてEV・HV向け機器用フィルムコンデンサの売上が増加
しましたが、応用機器などの売上が減少したことなどにより159億７千６百万円と前期比2.3％
の減収となりました。
　回路製品は、V2HシステムなどのEV関連機器の売上が増加したものの、家庭用蓄電システムの
売上が減少したことなどにより372億１千５百万円と前期比8.4％の減収となりました。
　なお、当社グループの製品区分別売上高は、次のとおりであります。

区 分
第85期

（2020年３月期）
第86期（当期）

（2021年３月期） 前 期 比

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

電 子 機 器 用 62,222 52.0 62,644 53.9 422 0.7

電 力 ・ 機 器 用
及 び 応 用 機 器 16,353 13.7 15,976 13.8 △377 △2.3

回 路 製 品 40,622 33.9 37,215 32.1 △3,407 △8.4

そ の 他 476 0.4 237 0.2 △239 △50.3

合 計 119,675 100.0 116,073 100.0 △3,602 △3.0

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度では、新規事業の成長を見据えた技術・開発投資および新製品の小形リチウム
イオン二次電池のラインアップ強化のほか、EV向けフィルムコンデンサの増強を中心に65億４
千２百万円の設備投資を実施しました。

⑶　資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

－ 14 －
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⑷　対処すべき課題
顧客ニーズがますます高度化、多様化するとともに、環境への配慮が企業活動にますます求め

られるなか、当社グループは、コア事業であるコンデンサ事業およびNECST事業について、社会
が抱える課題を解決し、明るい未来社会づくりに貢献していくことを念頭に、成長製品に経営資
源を集中し、さらなる企業価値の向上を図ってまいります。

一方で、新型コロナウイルスの感染拡大が続いております。当社グループは、お客さま、従業
員とその家族の安全確保と感染拡大の防止を最優先としつつ、お客さまへの製品・サービス提供
を続けてまいります。
①　低炭素社会の実現とキーテクノロジーの進展に向けた事業機会の獲得

コンデンサ事業：
「車載／５G用アルミ電解コンデンサ」「車載用フィルムコンデンサ」については、自動車

関連においてCASE（コネクテッド、自動運転、シェアリング、電動化）や情報通信では５Gに
よる高速通信の開始、それに伴う基地局の整備、IoTの拡大など、成長が期待できる分野が数
多くあります。また、「小形リチウムイオン二次電池」は、今後ますますIoT市場の拡大が加
速するなか、ウェアラブル機器、情報通信端末に限らず、スマートホーム、スマートファクト
リー、スマート農業、災害検知といったソリューションに期待が寄せられています。こうした
機会を逃すことなく、需要に対する供給力を強化するとともに、競争力の高い新製品の開発を
加速させてまいります。
NECST事業：

「家庭用蓄電システム」や「V2Hシステム」は、環境に配慮した電気の自家消費用途のみな
らず、度重なる自然災害を経て「もしもの時の備え」として注目されるようになってきました。
こうした変化を受け「家庭用蓄電システム」では、気象警報情報に基づいて、自動で蓄電に切
り替わる機能のほか、停電時に蓄電システムから給電する配線系統を選ばない「自動切替分電
盤」で、家じゅうの部屋の電源をバックアップできる新製品も開発しました。また、来る分散
型電源社会（電気の地産地消）に貢献するため、各種VPP（仮想発電所）実証実験に家庭用蓄
電システムやV2Hシステムの提供と協力、そして公共・産業用蓄電システムを活用した実証へ
の参画も継続していきます。今後、これらの機器を有機的に組み合わせた複合システムの製品
化により、低炭素社会の実現やサステナビリティへの貢献を通じて事業拡大に努めてまいりま
す。

「医療用加速器電源」は、がんの治療に貢献する製品で、粒子線治療装置の心臓部である粒
子を加速させるために使用されています。2021年３月末現在、国内17施設、海外は北米を中
心に９施設に採用されています。また、研究機関などで進められている最新の粒子線治療装置
の開発にも参画し、安心な社会づくりにも役立っています。

－ 15 －
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②　外部環境に左右されない強い経営体質への変革
アルミ電解コンデンサは、電極箔、電解液などの基本部材から自社で研究開発し、上記の各

重点分野に向けてネジ端子の大形品から面実装に適したチップ品、また、導電性高分子材料を
陰極に用いた導電性高分子アルミ固体電解コンデンサ、さらにはこれら両製品の特長を併せ持
つ導電性高分子ハイブリッドアルミ電解コンデンサなど多彩なデバイスを取り揃え、使用環境
がますます多様化する中でのさらなる高機能化のニーズに応える製品開発に取り組んでいます。

フィルムコンデンサは、基本材料である金属蒸着フィルムから開発し、自動車・車両関連機
器分野、特に環境負荷が小さく、市場拡大の目覚しいEV、HV、PHVなどの動力モーター駆動
用インバータ回路向け平滑用フィルムコンデンサの開発・製造に注力しています。これらの駆
動用インバータユニットに用いられるフィルムコンデンサは、高周波特性、耐電流性能に優れ、
長寿命で高信頼、高安全性に加え、顧客要求に応じたフレキシブルな対応が可能であることか
ら、国内外の自動車メーカーへの採用が飛躍的に拡大しています。

NECST事業製品では、2050年にカーボンニュートラルを実現する政府方針が明確となり、
その具現化に向けて再生可能エネルギーの活用を拡大する政策が打ち出されています。カーボ
ンニュートラルを支える要素としてZEH(ネットゼロエネルギーハウス）が有望視されており、
当社グループは住宅メーカーが販売しているZEHに家庭用蓄電システムや太陽光発電を含む
ハイブリッド型、さらにV2H(Vehicle to Home)機能も併せ持ったトライブリッド型などの
複合システム製品を設置してZEHの拡大に貢献しています。また、電気自動車から家庭に電気
を供給できるV2Hシステムを業界に先駆けて開発し、「EVパワー・ステーション®」として市
場投入してきました。これらの製品は、公共・産業用蓄電システムや、電気自動車から独立電
源を供給する「パワー・ムーバー®」（V2L）などとともに、最近増加している甚大な自然災害
による長期停電時に避難所に電力供給できる製品として、非常時の安心、安全に大きく役立っ
ています。

これらの強化に向けた全社の横断的な取組みとして、生産拠点においては自動化、省力化に
よる生産性の向上と原価低減、絶対的な品質の確立に注力するとともに、販売、生産、研究開
発、管理などのあらゆる業務のデジタル化を推進し、将来のイノベーションの創出に努めてい
ます。

③　ESG経営の構築と推進
当社グループでは持続的な成長と企業価値の増大に向けて、当社製品による地球環境への貢

献と自社での対応取り組み、多様な働き方など人材面の基盤強化、コーポレートガバナンスや
コンプライアンス体制の強化に努めています。

環境課題については、自社拠点において太陽光で発電した電力を蓄電し、これを電気自動車
への充電や生産設備への給電を無駄なく効率的に行う複合システムを設置し、生産工場などの
大規模施設における再生可能エネルギーの新たな活用方法によるCO₂削減に取り組んでいま
す。

－ 16 －
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また、当社グループでは「人」こそ最大の経営資源であり、会社のエネルギーであるとの観
点に立ち、従業員一人ひとりが社会や時代のニーズを敏感に察知し、コンプライアンスへの意
識を高く持ちながら考働（※）していくこと、やりがいや成長を実感でき、能力を発揮できる
よう、人材面での基盤強化を重視しています。社会との接点においては、産学連携にも注力し
ており、立命館大学との連携によるMOT（Management of Technology）教育や、エネル
ギーの地産地消とスマート社会の創造に寄与することを目的にスタートした東京大学生産技術
研究所との包括的な産学連携研究協力協定など、大学機関との研究開発活動も積極的に推進し
ています。

これらに加え、コーポレートガバナンスについては、取締役会の経営の監督と執行の役割の
一層の明確化を図るため、社外取締役比率を３分の１以上としており、さらに今般、取締役会
の諮問機関として過半数を社外役員で構成する指名・報酬委員会を設置し、取締役の指名およ
び報酬等に関する手続きの公正性、透明性、客観性を確保しています。コンプライアンス体制
の強化では、業務の適正を確保するための体制ならびに財務報告の信頼性を確保するための体
制を充実させ、一層の内部統制の整備・運用を推進しています。

⑸　財産および損益の状況の推移

区　　　分 第83期
(2018年３月期)

第84期
(2019年３月期)

第85期
(2020年３月期)

第86期(当期)
(2021年３月期)

売 上 高（百万円） 114,767 122,860 119,675 116,073

経 常 利 益（百万円） 7,005 7,122 3,621 3,015
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当期純利益又は親会社株主に
帰 属 す る 当 期 純 損 失(△)

（百万円） △10,905 △7,953 2,812 1,703

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)（　円　） △156.60 △114.21 40.59 24.90

総 資 産（百万円） 154,792 139,770 139,426 156,008

純 資 産（百万円） 95,762 81,313 77,450 89,266

１ 株 当 た り 純 資 産 額（　円　） 1,345.57 1,137.02 1,104.87 1,274.33

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総
数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第
84期の期首から適用しており、第83期の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用し
た後の金額となっております。
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対処すべき課題、財産および損益の状況の推移



株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2021/06/01 13:47:20 / 20703018_ニチコン株式会社_招集通知（Ｃ）

⑹　重要な親会社および子会社の状況
①親会社との関係

該当事項はありません。
②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の
議決権比率 主要な事業内容

ニ チ コ ン 製 箔 株 式 会 社 80百万円 100.0％ アルミ電解コンデンサ用電極箔の製造

ニ チ コ ン 草 津 株 式 会 社 80百万円 100.0 電力・機器用コンデンサ、フィルムコンデンサおよび
コ ン デ ン サ 応 用 関 連 機 器 の 製 造

ニ チ コ ン 亀 岡 株 式 会 社 80百万円 100.0 機能モジュール、V2Hシステム、正特性サ
ーミスタおよび家庭用蓄電システムの製造

ニ チ コ ン 大 野 株 式 会 社 80百万円 100.0 アルミ電解コンデンサ、電気二重層コンデン
サおよび小形リチウムイオン二次電池の製造

ニ チ コ ン 岩 手 株 式 会 社 100百万円 100.0 ア ル ミ 電 解 コ ン デ ン サ の 製 造
ニ チ コ ン ワ カ サ 株 式 会 社 84百万円 100.0 各種電源および家庭用蓄電システムの製造
株 式 会 社 酉 島 電 機 製 作 所 30百万円 100.0 各種変圧器、リアクトルの製造販売
日 本 リ ニ ア ッ ク ス 株 式 会 社 15百万円 100.0 圧力センサ、各種計測器の製造販売
株 式 会 社 ユ タ カ 電 機 製 作 所 330百万円 100.0 電源装置の開発、設計、製造、販売
ニチコン(アメリカ)コーポレーション 3,000千US$ 100.0 各種コンデンサの販売
ニチコン(オーストリア)ゲー・エム・ベー・ハー 1,000千EUR 100.0 各種コンデンサの販売
ニ チ コ ン ( 香 港 ) リ ミ テ ッ ド 5,000千HK$ 100.0 各種コンデンサの販売
ニチコン(シンガポール)プライベート リミテッド 8,000千SP$ 100.0 各種コンデンサの販売
ニチコン(台湾)カンパニー リミテッド 30,000千NT$ 100.0 各種コンデンサの販売
ニチコン(タイランド)カンパニー リミテッド 20,000千BAHT 49.0 各種コンデンサの販売
ニチコン エレクトロニクス トレーディング
( 上 海 ) カ ン パ ニ ー  リ ミ テ ッ ド 500千US$ 100.0 各種コンデンサの販売

ニチコン エレクトロニクス トレーディング
( 深 圳 ) カ ン パ ニ ー  リ ミ テ ッ ド 300千US$ 100.0 各種コンデンサおよび回路製品の販売

に関連するサービス業務
ニチコン(マレーシア)センディリアン バハッド 63,000千M$ 100.0 アルミ電解コンデンサの製造販売
ニ チ コ ン  エ レ ク ト ロ ニ ク ス
(無 錫)カ ン パ ニ ー  リ ミ テ ッ ド 75,000千US$ 100.0 ア ル ミ 電 解 コ ン デ ン サ お よ び

各種電源の製造販売
ニ チ コ ン  エ レ ク ト ロ ニ ク ス
(宿 遷)カ ン パ ニ ー  リ ミ テ ッ ド 55,000千US$ 100.0 アルミ電解コンデンサおよび機器用コ

ンデンサの製造販売
無 錫 ニ チ コ ン  エ レ ク ト ロ ニ ク ス
Ｒ＆Ｄセンター カンパニー リミテッド 5,000千RMB 100.0 各種電源およびアルミ電解

コンデンサの開発、設計
（注）１．上表の議決権比率には、当社の子会社が所有する議決権を含んでおります。

２．連結子会社は21社、持分法適用会社は２社であります。

－ 18 －
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⑺　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
　当社グループは、電子機器用コンデンサ、電力・機器用コンデンサ、応用機器および回路製品
等の製造・販売を行っております。
　主な製品区分は、次のとおりです。

区 分 主 要 製 品

電 子 機 器 用 アルミ電解コンデンサ、フィルムコンデンサ、
小形リチウムイオン二次電池、正特性サーミスタ“ポジアール®”

電 力 ・ 機 器 用 及 び 応 用 機 器
パワーエレクトロニクス用フィルムコンデンサ、
公共・産業用蓄電システム、医療用加速器電源、
学術研究用加速器電源、瞬低・停電補償装置、変圧器、圧力センサ

回 路 製 品 家庭用蓄電システム、V2Hシステム、EV・PHV用急速充電器、
スイッチング電源、機能モジュール、無停電電源装置

そ の 他 その他

⑻　主要な営業所および工場等（2021年３月31日現在）

当 社

本 社 京都市中京区

営業
部門等

東 京 支 店 東京都中央区
名 古 屋 支 店 名古屋市中区
西 日 本 支 店 京都市中京区
電 源 セ ン タ ー 東京都中央区

ニ チ コ ン 製 箔 株 式 会 社 長野県大町市、福井県大野市
ニ チ コ ン 草 津 株 式 会 社 滋賀県草津市
ニ チ コ ン 亀 岡 株 式 会 社 京都府亀岡市
ニ チ コ ン 大 野 株 式 会 社 福井県大野市、長野県安曇野市
ニ チ コ ン 岩 手 株 式 会 社 岩手県岩手郡岩手町
ニ チ コ ン (ア メ リ カ )コ ー ポ レ ー シ ョ ン 米国　イリノイ州
ニチコン(オーストリア)ゲー・エム・ベー・ハー オーストリア ウィーン市
ニ チ コ ン （ 香 港 ） リ ミ テ ッ ド 中国　香港行政区
ニ チ コ ン(台 湾)カ ン パ ニ ー  リ ミ テ ッ ド 台湾　台北市
ニチコン(マレーシア)センディリアン バハッド マレーシア　セランゴール州
ニチコン エレクトロニクス(無錫)カンパニー リミテッド 中国　無錫市
ニチコン エレクトロニクス(宿遷)カンパニー リミテッド 中国　宿遷市
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⑼　使用人の状況（2021年３月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

5,209名 200名（減）

②当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年令 平均勤続年数

506名 13名（増） 44.1歳 10.1年

⑽　主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
借　入　先 借　入　金　残　高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,206百万円

株 式 会 社 京 都 銀 行 3,206百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,206百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,206百万円

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社および当社の一部の海外販売子会社は2014年３月以降、アルミ電解コンデンサおよび

タンタル電解コンデンサの販売に関し、過去に独占禁止法および各国競争法に違反していた疑
いがあるとして、公正取引委員会ならびに米国およびEUをはじめとした海外競争当局から調査
を受けていました。当社は、2016年３月、日本の公正取引委員会より排除措置命令および課
徴金納付命令を受け、同年９月、各命令における認定および判断を不服として取消訴訟を提起
しましたが、2019年３月、当社の請求を棄却する旨の判決があり、同年４月にこれを不服と
して控訴を提起しました。しかしながら、2020年12月に控訴を棄却する旨の判決があったこ
とから、当社は、同月に最高裁判所に上告を提起するとともに上告受理申立てを行いました。

海外においては、2015年12月には当社の子会社であるニチコン(香港)リミテッドが、台湾
公平交易委員会から制裁金を課す旨の処分を受け、2016年２月、同処分における認定および
判断を不服として行政訴訟を提起しましたが、2020年７月に同社の請求を棄却する旨の判決
があり、同年８月にこれを不服として最高行政法院に上訴し、現在、審理が継続中です。また、
2018年３月には、当社が、欧州委員会から制裁金を課す旨の処分を受け、同年５月、同処分
における認定および判断を不服として訴訟を提起し、現在、審理が継続中です。
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なお、上記課徴金および制裁金につきましては、延滞金を付されるリスクなどを回避するべ
く、いずれも納付期限内に全額を支払い済みです。また、本件に関連して米国およびカナダに
おいてクラスアクション（集団訴訟）が提起されていましたが、米国のクラスアクションにつ
いては、2018年９月に間接購買者との間で21.5百万米ドルの支払等を内容とする和解契約を
締結し、また、同年12月には直接購買者との間で90百万米ドルの支払等を内容とする和解契
約を締結しました。これらの和解は、裁判所の承認手続を経ることにより正式に確定するとこ
ろ、直接購買者との和解については2019年５月に、間接購買者との和解については2020年７
月にそれぞれ裁判所により最終承認がなされました。なお、カナダのクラスアクションについ
ては、現在も進行中であり、引き続き適切にこれに対応します。

これら一連の件につきましては、株主の皆さまをはじめ、お客さまや関係者の皆さまに多大
なご心配をおかけしておりますことを、深くお詫び申し上げます。

当社は、上述した既に判決が確定した事案または、和解手続中の事案を除き、前記のとおり、
上記各命令および処分における認定および判断には誤りがあると考えており、引き続き、裁判
所による公正な判断を求めてまいりますが、競争法コンプライアンス体制をより一層強化する
とともに、これを当社グループ全従業員へ改めて周知徹底するべく、規程の整備、体制の見直
し、従業員への研修および教育の実施などの施策に取り組んでおります。今後も、こうした活
動を継続し、コンプライアンスのさらなる強化と徹底を図ってまいります。
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２ 会社の株式に関する事項
⑴　発行可能株式総数 137,000,000株
⑵　発行済株式の総数 68,418,234株（自己株式　9,581,766株を除く）
⑶　当事業年度末の株主数 20,917名
⑷　大株主（上位10名）

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,733 6.9

株式会社京都銀行 3,409 5.0

ニチコン取引先持株会 3,268 4.8

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,963 4.3

株式会社みずほ銀行 2,690 3.9

日本生命保険相互会社 2,670 3.9

株式会社三井住友銀行 2,200 3.2

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2,000 2.9

ニチコン従業員持株会 1,612 2.4
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG／
JASDEC／JANUS HENDERSON HORIZON FUND 1,333 1.9

（注）１．当社は、自己株式9,581千株を保有しており、上表から除外しております。
２．持株比率については、自己株式を控除して算出しております。
３．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

３ 会社の新株予約権等に関する事項
⑴　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　該当事項はありません。
⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

　該当事項はありません。
⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の状況（2021年３月31日現在）
会社における地位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役会長 武田　一平 ＣＥＯ

代表取締役社長 吉田　茂雄 ＣＯＯ

取締役
執行役員専務 近野　　斉 経理本部長　兼　広報・ＩＲ室長

取締役
上席執行役員常務 矢野　明弘 企画本部長

取締役 松重　和美 京都大学名誉教授、四国大学・四国大学短期大学部学長、
阿波製紙株式会社取締役

取締役 勝田　泰久 大阪経済大学理事

取締役 相亰　重信
橋本総業ホールディングス株式会社取締役、
三井海洋開発株式会社取締役、三洋化成工業株式会社取締役、
スターツコーポレーション株式会社監査役

常勤監査役 荒木　幸彦

常勤監査役 中谷　吉彦 立命館大学総合科学技術研究機構上席研究員

監査役 大西　英樹

監査役 森瀬　正博

（注）１．取締役 松重和美、勝田泰久ならびに相亰重信は、社外取締役であります。
なお、当社は、取締役 松重和美、勝田泰久ならびに相亰重信を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役 中谷吉彦、大西英樹ならびに森瀬正博は、社外監査役であります。
３．監査役 大西英樹は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
４．監査役 森瀬正博は、長年金融業務に携わっており、財務および会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。
５．当事業年度中の監査役の異動は次のとおりであります。

・2020年６月26日開催の第85回定時株主総会において、中谷吉彦は監査役に新たに選任され就任い
たしました。

・2020年６月26日開催の第85回定時株主総会終結の時をもって、監査役 阿部惇は退任いたしまし
た。
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⑵　取締役および監査役の報酬等
①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　2021年3月10日開催の取締役会において決議した取締役の個人別の報酬等の内容に係る決
定方針は次のとおりです。
１．基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能
するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を
踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、
固定報酬としての基本報酬および業績連動報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役に
ついては、その役割と独立性の観点から、固定報酬のみを支払うこととする。

２．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　当社の取締役の基本報酬は月例の固定報酬とし、株主総会で決議された取締役の報酬限度
額内で、個々の職責および実績、会社業績や他社動向、中長期業績や過去の支給実績等を総
合的に勘案し決定するものとする。

３．業績連動報酬の内容および額の決定に関する方針
　当社の業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、親会社株主
に帰属する当期純利益の一定の範囲内でその役割や短期および中長期での貢献度合いに応じ
た額を株主総会で決議された取締役の報酬限度額内において、指名・報酬委員会の答申を踏
まえて決定し、毎年、一定の時期に支給するものとする。

４．基本報酬の額および業績連動報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定
に関する方針

　当社の業績連動報酬は親会社株主に帰属する当期純利益の範囲内で支払うものであり、業
績により大きく変動するため、基本報酬との割合については、毎年大きく変動するものであ
る。そのため報酬等の種類ごとの割合の目安に関しては、事前に定めないものとする。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については取締役会の決定にもとづき代表取締役がその具体的内容につい
て委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および業績連動報酬
の評価配分について代表取締役による協議を経て決定するものとする。
　取締役会は、当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に
諮問し答申を得るものとし、上記の委任をうけた代表取締役は、当該答申の内容に従って決
定をしなければならないこととする。
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②当事業年度に係る報酬等の総額

区　分 報酬等の額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 役員の員数
（名）基本報酬 賞与

取締役
(うち社外取締役)

174
(20)

156
(20)

18
(－)

7
(3)

監査役
(うち社外監査役)

36
(21)

36
(21)

－
(－)

5
(3)

合　計
(うち社外役員)

210
(41)

192
(41)

18
(－)

12
(6)

（注）１．株主総会の決議（2007年６月28日）による取締役の報酬等の総額は年額280百万円以内（当該株主
総会終結時点の取締役の員数は７名）、監査役の報酬等の総額は年額50百万円以内（当該株主総会終
結時点の監査役の員数は３名）であります。

２．監査役の報酬等の額には、当事業年度中に退任した監査役１名の報酬額が含まれております。
３．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役に対する使用人分給与および賞与は含まれておりません。
４．各監査役の報酬は、監査役会の協議により決定していますが、監視という任務の性質から固定報酬の

みとしております。
５．当事業年度における取締役の報酬等の額は、取締役会での代表取締役に対する授権の後、代表取締役

による協議を経て決定しております。
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⑶　社外役員に関する事項
①社外役員の重要な兼職先と当社との関係

記載すべき関係はありません。
②当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　名 出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 松重　和美
当事業年度開催の取締役会10回のうち10回に出席しました。学識者としての
高い見識と豊富な経験や実績に基づく専門的見地から適宜、発言を行ってお
り、当社の経営に対する実効性の高い監督等に十分な役割・責務を果たしてお
ります。

取締役 勝田　泰久
当事業年度開催の取締役会10回のうち９回に出席しました。長年金融業務に
携わっており、財務および会計に関する高い見識と豊富な経験や実績に基づく
専門的見地から適宜、発言を行っており、当社の経営に対する実効性の高い監
督等に十分な役割・責務を果たしております。

取締役 相亰　重信
当事業年度開催の取締役会10回のうち10回に出席しました。長年金融業務に
携わっており、財務および会計に関する高い見識と豊富な経験や実績に基づく
専門的見地から適宜、発言を行っており、当社の経営に対する実効性の高い監
督等に十分な役割・責務を果たしております。

監査役 中谷　吉彦
2020年6月26日就任以降に開催された取締役会８回のうち８回に出席し、監
査役会10回のうち10回に出席しました。民間企業における技術経営の実践に
加え、学識者としての高い見識と豊富な経験や実績に基づく専門的見地から適
宜、発言を行っております。

監査役 大西　英樹
当事業年度開催の取締役会10回のうち10回に出席し、監査役会14回のうち14
回に出席しました。主に税理士としての専門的見地から適宜、発言を行ってお
ります。

監査役 森瀬　正博
当事業年度開催の取締役会10回のうち10回に出席し、監査役会14回のうち14
回に出席しました。豊富な経験や実績に基づく専門的見地から適宜、発言を行
っております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第26条第２項の規定に基づき、
取締役会決議があったものとみなす書面決議が３回ありました。

③社外取締役および社外監査役と締結している責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項ならびに当社定款第31条第２項および第43条第２項の規定に
より、社外取締役および社外監査役との間で同法第423条第１項の損害賠償責任について、同法
第425条第１項各号に定める金額の合計額を限度とする旨の契約を締結しております。
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⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするとと
もに優秀な人財の確保ができるよう、会社法第430条の３第１項の規定による、以下の内容を概
要とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
①被保険者の範囲および保険料
　当社および子会社の取締役、監査役および執行役員（契約後に就任した者を含みます）を被保
険者としています。保険料については、当社および一部の子会社については、役割に応じて按分
した保険料を個人負担とし、それ以外は全額会社負担としております。
②塡補の対象となる保険事故の概要
　被保険者が職務遂行に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償
額や争訟費用等を填補するものです。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行っ
た役員自身は補償対象外とすることにより、役員等の職務遂行の適正性が損なわれないように措
置を講じています。

　　(ご参考)
当社は、取締役の指名および報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を確保し、コー

ポレート・ガバナンス体制の一層の充実を図ることを目的に取締役会の諮問機関として指名・報
酬委員会を2021年３月10日付で設置しました。指名・報酬委員会の委員はその過半数を社外役
員で構成しており、指名・報酬決定に係るプロセスの独立性・客観性の向上を図っております。

５ 会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称　　有限責任監査法人トーマツ
⑵　会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る報酬等の額 54百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 63百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を区分していないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には、これらの合
計額を記載しております。

２．当社監査役会は会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況等について必要な検証を行っ
た上で、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、新収益認識基準
の適用に関するアドバイザリー業務についての対価を支払っております。

－ 27 －
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⑶　非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）と
して、合意された手続に対する対価を支払っております。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合、監
査役会は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選
定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびそ
の理由を報告いたします。

⑸　会計監査人と締結している責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

⑹　会計監査人の業務停止処分に関する事項
該当事項はありません。

⑺　当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計算関係書類監査の状況
該当事項はありません。

⑻　当該事業年度中に辞任した会計監査人に関する事項
該当事項はありません。

６ 株式会社の支配に関する基本方針
当社は、「より良い地球環境の実現に努め、価値ある製品を創造し、明るい未来社会づくりに

貢献していくこと」を経営理念に掲げています。また、倫理的・社会的責任を果たすとともに、
株主の皆様をはじめとする全ての人々を大切にし、企業価値の最大化を目指して、「誠心誠意」
をもって「考働※」しております。

この経営理念に基づき、会社の支配に関する基本方針として、当社に対し買収提案が行われた
場合は、これを受け入れるか否かの最終的な判断は、その時点における当社株主の皆様に委ねら
れるべきであり、またその場合に株主の皆様が、十分な情報と相当な検討期間に基づき、公正で
透明性の高い株主意思の確認手続きを通じた判断（インフォームド・ジャッジメント）を行える
ようにすることが、企業価値および株主共同の利益の確保と向上のため必要であると考えており
ます。

※考働：考えて働くという当社の造語。

－ 28 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

77,865
19,766
29,928
3,797
1,044
8,329
4,859
8,373
1,829
△61

78,108
35,505
12,451
12,329
5,154

950
3,255
1,364

1,050

41,551
38,605
1,732

336
1,208
△331

35
35

流 動 負 債 41,183
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 11,728
電 子 記 録 債 務 8,563
短 期 借 入 金 7,000
1年内返済予定の長期借入金 4,672
未 払 金 1,892
未 払 費 用 3,889
未 払 法 人 税 等 512
賞 与 引 当 金 1,074
役 員 賞 与 引 当 金 18
設 備 関 係 支 払 手 形 377
そ の 他 1,455

固 定 負 債 25,558
転換社債型新株予約権付社債 12,088
長 期 借 入 金 1,152
リ ー ス 債 務 693
繰 延 税 金 負 債 7,891
製 品 保 証 引 当 金 1,538
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,510
そ の 他 683

負 債 合 計 66,741
純 資 産 の 部

株 主 資 本 68,438
資 本 金 14,286
資 本 剰 余 金 16,860
利 益 剰 余 金 48,916
自 己 株 式 △11,625

その他の包括利益累計額 18,749
その他有価証券評価差額金 18,512
為 替 換 算 調 整 勘 定 236

非 支 配 株 主 持 分 2,079
純 資 産 合 計 89,266

資 産 合 計 156,008 負 債 純 資 産 合 計 156,008

－ 29 －

連結貸借対照表



株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2021/06/01 13:47:20 / 20703018_ニチコン株式会社_招集通知（Ｃ）

連 結 損 益 計 算 書
(2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

科　　　 　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高  116,073
売 上 原 価  99,185

売 上 総 利 益  16,888
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  15,314

営 業 利 益  1,573
営 業 外 収 益  1,733

受 取 利 息 及 び 配 当 金  535
持 分 法 に よ る 投 資 利 益  4
為 替 差 益  426
助 成 金 収 入  513
そ の 他  254

営 業 外 費 用  292
支 払 利 息  49
そ の 他  242
経 常 利 益  3,015

特 別 利 益  291
固 定 資 産 売 却 益  1
投 資 有 価 証 券 売 却 益  289

特 別 損 失  553
固 定 資 産 処 分 損  19
特 別 退 職 金  63
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に よ る 損 失  469
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,752
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  750
法 人 税 等 調 整 額  112
当 期 純 利 益  1,889
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  186
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  1,703

－ 30 －
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貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

43,934
5,598
1,500
3,652

27,814
300

1,305
80

445
3,271
△35

71,507
14,610

7,739
35

1,157
11

366
4,646

1
652

646

56,250
34,561
15,165
14,412

662
△8,551

35
35

流 動 負 債 30,170
支 払 手 形 175
電 子 記 録 債 務 1,001
買 掛 金 12,544
短 期 借 入 金 7,000
1年内返済予定の長期借入金 5,800
未 払 金 1,483
未 払 費 用 1,470
未 払 法 人 税 等 171
賞 与 引 当 金 282
役 員 賞 与 引 当 金 18
そ の 他 222

固 定 負 債 25,487
転換社債型新株予約権付社債 12,088
長 期 借 入 金 2,668
繰 延 税 金 負 債 7,852
退 職 給 付 引 当 金 819
製 品 保 証 引 当 金 1,423
そ の 他 635

負 債 合 計 55,657
純 資 産 の 部

株 主 資 本 41,563
資 本 金 14,286
資 本 剰 余 金 17,068

資 本 準 備 金 17,065
そ の 他 資 本 剰 余 金 3

利 益 剰 余 金 21,832
利 益 準 備 金 2,141
そ の 他 利 益 剰 余 金 19,690

固定資産圧縮積立金 56
別 途 積 立 金 16,517
繰 越 利 益 剰 余 金 3,117

自 己 株 式 △11,625
評 価 ・ 換 算 差 額 等 18,256

その他有価証券評価差額金 18,256
純 資 産 合 計 59,819

資 産 合 計 115,477 負 債 純 資 産 合 計 115,477

－ 31 －
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損 益 計 算 書
(2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

科　　　　 　　　　目 金　　　　　　額
売 上 高 87,967
売 上 原 価 80,924

売 上 総 利 益 7,042
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,399

営 業 損 失 356
営 業 外 収 益 3,092

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,051
為 替 差 益 674
技 術 指 導 料 255
そ の 他 111

営 業 外 費 用 1,421
支 払 利 息 123
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,240
そ の 他 57

経 常 利 益 1,314
特 別 利 益 289

投 資 有 価 証 券 売 却 益 289
特 別 損 失 2

固 定 資 産 処 分 損 2
税 引 前 当 期 純 利 益 1,601
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 439
法 人 税 等 調 整 額 137
当 期 純 利 益 1,025

－ 32 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年５月20日

ニチコン株式会社
取 締 役 会　　御 中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
京 都 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尾 仲 伸 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 須 藤 英 哉 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ニチコン株式会社の2020年４月１日から2021年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ニチコン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　注記事項（各国競争法調査およびクラスアクション（集団訴訟）について）に記載されているとおり、会
社グループに対して、カナダにおいてクラスアクションが提起されている。継続中の事案については、会社
グループの経営成績などに影響を及ぼす可能性がある。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

－ 33 －
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年５月20日

ニチコン株式会社
取 締 役 会　　御 中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
京 都 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尾 仲 伸 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 須 藤 英 哉 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ニチコン株式会社の2020年４月１日から
2021年３月31日までの第86期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

強調事項
　注記事項（各国競争法調査およびクラスアクション（集団訴訟）について）に記載されているとおり、会
社グループに対して、カナダにおいてクラスアクションが提起されている。継続中の事案については、会社
の経営成績などに影響を及ぼす可能性がある。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 36 －

会計監査人の監査報告書謄本



2021/06/01 13:47:20 / 20703018_ニチコン株式会社_招集通知（Ｃ）

監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告
　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第86期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議のうえ、本監査報告を作成し、以
下の通り報告いたします。
１．監査役および監査役会の監査の方法、およびその内容

⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果
について報告を受けるほか、取締役および会計監査人から、その職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主
要な事業所において業務および財産の状況を調査致しました。また、子会社については、
子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて事業報
告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令および定款に適合することを確
保するための体制、その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容、および当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取
締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度にかかる事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表）およびその附属明細書ならびに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結注記表）
について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為、または法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

　　なお、事業報告記載の通り、当社および当社の一部の海外販売子会社は2014年３月以
降、アルミ電解コンデンサおよびタンタル電解コンデンサの販売に関し、過去に独占禁止
法および各国競争法に違反していた疑いがあるとして、公正取引委員会ならびに米国およ
びＥＵをはじめとした海外競争当局から調査を受けていました。当社は、2016年３月、日
本の公正取引委員会より排除措置命令および課徴金納付命令を受け、同年９月、各命令に
おける認定および判断を不服として取消訴訟を提起しましたが、2019年３月、当社の請求
を棄却する旨の判決があり、同年４月にこれを不服として控訴を提起しました。しかしな
がら、2020年12月に控訴を棄却する旨の判決があったことから、当社は、同月に最高裁
判所に上告を提起するとともに上告受理申立てを行いました。

　　海外においては、2015年12月には当社の子会社であるニチコン（香港）リミテッドが、
台湾公平交易委員会から制裁金を課す旨の処分を受け、2016年２月、同処分における認定
および判断を不服として行政訴訟を提起しましたが、2020年７月に当社の請求を棄却する
旨の判決があり、同年８月にこれを不服として最高行政法院に上訴し、現在、審理が継続
中です。また、2018年３月には、当社が、欧州委員会から制裁金を課す旨の処分を受け、
同年５月、同処分における認定および判断を不服として訴訟を提起し、現在、審理が継続
中です。

　　監査役会といたしましては、当社グループが法令遵守の徹底に取組んでいることを確認
しており、引続き法令遵守体制と企業倫理の一層の強化、徹底が為されるよう監査の充実
に努めてまいります。

④　事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針については、指摘すべき事
項は認められません。

⑵　計算書類、その附属明細書ならびに連結計算書類の監査結果
　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

2021年５月25日

ニチコン株式会社　監査役会
常勤監査役 荒 木 幸 彦 ㊞
常勤監査役（社外）中 谷 吉 彦 ㊞
社外監査役 大 西 英 樹 ㊞
社外監査役 森 瀬 正 博 ㊞

以　上

－ 38 －

監査役会の監査報告謄本



2021/06/01 13:47:20 / 20703018_ニチコン株式会社_招集通知（Ｃ）

株主総会会場
ご 案 内 略 図

開催場所

ANAクラウンプラザホテル京都 ２階
京都市中京区堀川通二条下ル土橋町10番地

大宮駅 四条駅/烏丸駅

五条駅

烏丸御池駅

丸太町駅

京都市役所前駅
二条城前駅

京都河原町駅

二条城前駅

JR 京都駅

ANAクラウンプラザ
ホテル京都

二条城

丸太町通

御池通

四条通

五条通

七条通

阪急電車

地下鉄東西線
地
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線
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川
通
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丸
通

鴨
川
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通

ANAクラウンプラザ
ホテル京都
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御池通

二条城前駅
2番出口
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通

東
堀
川
通

堀
川
通

油
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路
通

N

■	地下鉄東西線
	 二条城前駅 2番出口を右へ
	 徒歩 約1分
■	地下鉄烏丸線
	 烏丸御池駅 より 徒歩 約12分
■	阪急電車
	 大宮駅 より 徒歩 約15分

交通

◎ お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図


